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市有地の売却実績及び固定資産税等課税額

【2010年度以降の年度別売却額累計と当該年度課税額】
億円 千円

2014年（平成26年）12月16日

公有資産活用ガイドライン策定

2021年度の

廃校2校売却による増

（上伊豆島小、鬼生田小）

2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

（H22） （H23） （H24） （H25） （H26） （H27） （H28） （H29） （H30） （R1） （R2） （R3） （R4）

売却額累計 0.2億円 0.3億円 0.3億円 0.3億円 3.7億円 6.0億円 6.8億円 7.5億円 8.7億円 9.8億円 11.4億円 12.1億円

当該年度課税額 73千円 73千円 75千円 111千円 665千円 2,035千円 2,321千円 2,690千円 3,462千円 3,949千円 5,477千円 9,683千円

売却件数累計 10件 12件 15件 24件 45件 70件 99件 120件 149件 171件 196件 213件

売却額累計 当該年度課税額

※固定資産税の賦課期日は１月１日であり、R3.1.2～3.31に売却した場合、売却年度は令和２年度、課税年度は令

和４年度であるが、このグラフは売却年度の翌年度に全て課税したものとして売却地の課税額を試算した。

例）R3.3.31まで売却（売却年度はR２年度）→ R３年度に課税として記載

R3.4.1以降売却 （売却年度はR３年度）→ R４年度に課税として記載
資料：公有資産マネジメント課


